
令和４年度中小企業等外国出願支援事業 第３次募集のお知らせ 
 
 

 (公財)北海道中小企業総合支援センターでは、海外特許出願等に取り組む道内中小企

業者等を支援する中小企業等外国出願支援事業（特許庁・北海道経済産業局事業）の令

和４年度募集を次のとおり実施します。 

 

募集期間 令和４年１０月１２日（水） ～ 令和４年１１月２日（水）【１７時必着】 

 

 

■対象者 道内の中小企業者等 

（ア）中小企業支援法第２条第１項第１号から第３号に規定する中小企業者又はそれらの中

小企業者で構成されるグループ（構成員のうち、中小企業者が３分の２以上を占め、中

小企業者の利益となる事業を営む者）。ただし、みなし大企業を除く。 

（イ）地域団体商標の登録を受けることができる者のうち、事業協同組合その他の特別の法

律により設立された組合、商工会、商工会議所及び特定非営利活動促進法第２条第２項

に規定する特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）。 

※次のいずれかに該当していること 

・助成を希望する出願に関し、外国で権利が成立した場合等に、当該権利を活用した事業展開を

計画していること。 

・助成を希望する商標登録出願に関し、外国における冒認出願対策の意思を有していること。 

 

■対象となる外国出願 

申請書提出時点において日本国特許庁に既に特許出願（PCT出願を含む。）、実用新案登録出願、

意匠登録出願及び商標登録出願を行っている出願であって、次の(ア)～(エ)いずれかに該当する方

法により、年度内に外国特許庁へ同一内容の出願を行う予定であること。 

（ア）パリ条約等に基づき、同条約第４条の規定による優先権を主張して外国特許庁への出願を行

う方法（ただし、商標登録出願の場合には、優先権を主張することを要しない。） 

（イ）特許協力条約に基づき、外国特許庁への出願を行う方法（ＰＣＴ出願を同国の国内段階に移

行する方法）（ダイレクトＰＣＴ出願の場合、ＰＣＴ出願時に日本国を指定締約国に含み、国内

移行する案件）。 

（ウ）意匠の国際登録に関するハーグ協定のジュネーブ改正協定（以下「ハーグ協定」という。）

に基づき、外国特許庁への出願を行う方法（この場合、｢既に日本国特許庁に行っている出願｣に

は、ハーグ協定に基づく国際出願時に日本国を指定締約国とするものを含む。） 

（エ）マドリッド協定議定書に基づき、外国特許庁への出願を行う方法。 

※外国特許庁への出願の基礎となる国内出願及び予定される外国特許庁への出願が申請者である

中小企業者等による出願であること。 

 

■補助率 

 補助対象経費の２分の１以内 

 

■補助限度額 

①１企業に対する１事業年度内の補助限度額 ３００万円 

②１出願に対する１事業年度内の補助限度額 

（ア）特許出願 １５０万円 

（イ）実用新案登録出願、意匠登録出願、商標登録出願（冒認対策商標を除く）６０万円 

（ウ）冒認対策商標 ３０万円 

 
■補助対象経費 

 対 象 経 費 内    容 

 外国特許庁への出願手数料 外国特許庁への出願に要する経費 

 現地代理人費用 外国特許庁に出願するための現地代理人に要する経費 

 国内代理人費用  外国特許庁に出願するための国内代理人に要する経費 

 翻訳費用 外国特許庁に出願するための翻訳に要する経費 

 その他 その他特に必要と認められる経費 



※対象経費について 
・日本国内の消費税等、海外の付加価値税及びサービス税等は補助対象となりません。 

・先行技術調査に係る費用は補助対象となりません。 

・交付決定日以前に発生・支払った経費及び令和５年３月１１日以降に発生・支払われる経

費は補助対象となりません。 

・日本国特許庁に支払う費用（ＰＣＴ出願に要する国際出願手数料及び商標法第６８条の２

第１項に規定する国際登録出願に要する本国官庁手数料等を含む。）は補助対象となりま

せん。 

・他の事業者との共同出願の場合には、支援対象企業の持ち分比率に応じた額（ただし、支

援対象企業が負担した額の範囲内）を補助対象とします。 

・外国特許庁に出願料を支払った後に追加的に外国特許庁に支払う費用（出願に不備等があ

った場合の補正費用など）は年度内に支払われた費用であっても補助対象となりません。 

 

■事業期間 

交付決定日から令和５年３月10日まで  

事業が完了した日から３０日以内または令和５年３月１５日のいずれかの早い日までに

所定の報告書にて事業の完了報告を行っていただきます。 
 

■スケジュール（予定） 

令和４年（２０２２年）                    令和５年（２０２３年） 

 １０/１２ ●     ●１１/２   ●10 月中旬       ●3 月 15 日      ●3 月末 

 募集開始      募集終了   審査会・交付決定      実績報告       補助金交付 

    

■選定方法 

①審査方法 

当センターが設置する審査委員会において申請書類の審査をし、採否を決定します。 

 

②審査基準 

・先行技術調査等の結果からみて外国での権利取得の可能性が明らかに否定されない

と判断される出願であること。 

・助成を希望する出願に関し、外国で権利が成立した場合等に、当該権利を活用した

事業展開を計画していること。または、助成を希望する商標登録出願に関し、外国

における冒認出願対策の意思を有していること。 

・産業財産権に係る外国出願に必要な資金能力及び資金計画を有していること。  

・当該間接補助金の交付を受けた中小企業等においては、中小企業等海外出願・侵害

対策支援事業費補助金（中小企業等外国出願支援事業）実施要領第２３条の規定に

よる査定状況等の報告を補助事業者が確認できること。  

※審査内容や審査結果に関するお問い合わせには回答いたしかねますので、予めご了承願

います。 

 

■申込方法 

募集要項をご覧の上、中小企業等海外出願・侵害対策支援事業費補助金交付申請書に

所定の事項を記入し、添付書類とともに提出願います。【支部では受付しておりません】 

※募集要項及び申請書様式は当センターのホームページからダウンロードできます。 
 ※補助金申請システム「jGrants（J グランツ）」を併用した申請も可能です。  

 

■提出先（問い合わせ先） 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター 企業振興部助成支援 G 

〒060-0001 札幌市中央区北１条西２丁目 経済センタービル９階 

  TEL 011-232-2403 

  ホームページ https://www.hsc.or.jp   Mail：jyoseishien@hsc.or.jp 

 

今年度より、賃上げを実施する企業に対して、審査上の加点措置を実施します。 


